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(百万円未満切捨て)

１．2025年11月期第１四半期の連結業績（2024年12月１日～2025年２月28日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年11月期第１四半期 2,071 4.9 233 0.6 233 0.9 157 △3.7

2024年11月期第１四半期 1,974 2.7 232 6.1 231 8.2 163 15.7
(注)包括利益 2025年11月期第１四半期 158百万円(△10.9％) 2024年11月期第１四半期 178百万円( 21.8％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2025年11月期第１四半期 269.35 ―

2024年11月期第１四半期 279.71 ―

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2025年11月期第１四半期 7,472 4,137 53.0

2024年11月期 7,421 3,997 51.4
(参考) 自己資本 2025年11月期第１四半期 3,956百万円 2024年11月期 3,813百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年11月期 ― 0.00 ― 30.0 30.0

2025年11月期 ―

2025年11月期(予想) 0.00 ― 30.0 30.0
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2025年11月期の連結業績予想（2024年12月１日～2025年11月30日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 4,500 3.3 600 5.9 600 6.5 390 1.5 666.90

通期 8,100 0.5 820 7.5 820 8.0 520 1.4 889.20
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 ―社（社名） 、除外 ―社（社名）

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2025年11月期１Ｑ 586,100株 2024年11月期 586,100株

② 期末自己株式数 2025年11月期１Ｑ 1,343株 2024年11月期 1,343株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2025年11月期１Ｑ 584,757株 2024年11月期１Ｑ 584,802株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は
監査法人によるレビュー

： 有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の
前提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等については、添付資料３ページ「１．当四半期決算
に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、物価高の影響はあるものの、雇用環境と所得環境の改善に伴

って個人消費に持ち直しの動きが見られ、これに良好な企業業績やインバウンド需要の増加が重なり、景気は回復

傾向にありました。しかしながら、トランプ関税の影響や地政学的リスクの高まりなどの不確定要素が多いことか

ら、景気の先行きは不透明さが残っております。

一方、当社グループ主力事業の建設コンサルタント事業は、社会インフラの点検・補修・補強業務などの防災・

減災、国土強靭化関連の需要が引き続き堅調であったことに加え、防衛施設整備関連の需要も引き続き堅調であっ

たことから良好な受注環境でありました。他方、連結子会社が取り組む情報処理事業は、主要顧客の官公庁に限定

すると、価格競争の激化により厳しい受注環境が継続しております。

このような状況下、当社グループは、営業面では、期初計画の達成に必要な受注量の確保を最優先とする営業活

動をグループ全体で展開し、建設コンサルタント事業の受注高は前年同期を上回る成果を上げることができました

が、情報処理事業の受注高は受注対策を講じたものの、その効果の発現までには至らず、前年同期を下回る結果と

なりました。また、生産面では、グループ全体で生産コストの縮減と生産性向上に努め、建設コンサルタント事業

の利益が連結利益を牽引する形で前年同期を上回る成果を上げることができました。

なお、四半期純利益が前年同期比で減少しておりますが、これは、役員退職慰労金支給に伴って前期第１四半期

の税金費用が減少した影響によるものであります。

この結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、受注高2,447百万円（前年同期比1.5％増）、売上高2,071百万円

（前年同期比4.9％増）、営業利益233百万円（前年同期比0.6％増）、経常利益233百万円（前年同期比0.9％増）、

親会社株主に帰属する四半期純利益157百万円（前年同期比3.7％減）となりました。

以上より、現段階において、当社グループは、2025年１月に開示した業績予想に対する進捗が順調に推移してい

るものと判断しております。

セグメントごとの業績は、次のとおりであります。

（建設コンサルタント事業）

主力事業であります建設コンサルタント事業は、受注高1,992百万円（前年同期比13.4％増）、売上高1,686百万

円（前年同期比5.4％増）、営業利益268百万円（前年同期比10.2％増）となりました。

（情報処理事業）

情報処理事業は、受注高453百万円（前年同期比30.5％減）、売上高384百万円（前年同期比2.8％増）、営業損失

5百万円（前年同期は19百万円の利益）となりました。

（不動産賃貸・管理事業）

不動産賃貸・管理事業は、当社子会社が主に連結グループ内企業に対してサービスを提供している事業で、受注

高0百万円（前年同期比16.1％増）、売上高0百万円（前年同期比16.1％増）、営業利益10百万円（前年同期比12.3

％増）となりました。

（注）上記セグメント別の受注高及び売上高は、外部顧客に対する受注高及び売上高のみを表示しております。

セグメント別の営業利益は、外部顧客に対する額に加え、セグメント間の額を含めて表示しております。内部売上

高を含む詳細につきましては、[セグメント情報]をご参照下さい。
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（２）財政状態に関する説明

（総資産）

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ50百万円増加し、7,472百万円となりまし

た。これは、現金及び預金が534百万円減少、受取手形・完成業務未収入金及び契約資産等が587百万円増加したこと

等によるものであります。

（負債）

当第１四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末に比べ89百万円減少し、3,334百万円となりました。

これは、短期借入金が200百万円増加、未払法人税等が100百万円減少、契約負債が125百万円減少したこと等によるも

のであります。

（純資産）

当第１四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べ139百万円増加し、4,137百万円となりまし

た。これは、利益剰余金が139百万円増加したこと等によるものであります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

現時点において、2025年１月17日に公表しました業績予想に変更はありません。



株式会社協和コンサルタンツ(9647) 2025年11月期 第１四半期決算短信

4

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年11月30日)

当第１四半期連結会計期間
(2025年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,537,871 3,002,936

受取手形・完成業務未収入金及び契約資産等 2,261,339 2,848,625

未成業務支出金 30,409 29,461

その他 66,829 69,282

流動資産合計 5,896,451 5,950,306

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 113,403 111,546

土地 526,435 526,435

その他（純額） 74,483 105,632

有形固定資産合計 714,321 743,614

無形固定資産 128,550 128,347

投資その他の資産

退職給付に係る資産 13,512 13,625

その他 706,719 674,197

貸倒引当金 △38,040 △38,040

投資その他の資産合計 682,191 649,782

固定資産合計 1,525,064 1,521,745

資産合計 7,421,515 7,472,051

負債の部

流動負債

業務未払金 290,309 339,061

短期借入金 1,000,000 1,200,000

契約負債 910,424 785,351

未払法人税等 157,511 56,736

受注損失引当金 4,846 4,846

その他 596,199 456,147

流動負債合計 2,959,291 2,842,142

固定負債

役員退職慰労引当金 150,684 154,422

退職給付に係る負債 288,067 291,542

その他 25,813 46,614

固定負債合計 464,565 492,579

負債合計 3,423,857 3,334,721
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年11月30日)

当第１四半期連結会計期間
(2025年２月28日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,000,000 1,000,000

資本剰余金 250,000 250,000

利益剰余金 2,517,686 2,657,646

自己株式 △2,644 △2,644

株主資本合計 3,765,042 3,905,001

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 47,110 50,822

退職給付に係る調整累計額 1,175 881

その他の包括利益累計額合計 48,286 51,704

非支配株主持分 184,329 180,623

純資産合計 3,997,658 4,137,330

負債純資産合計 7,421,515 7,472,051
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2023年12月１日
至 2024年２月29日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2024年12月１日
至 2025年２月28日)

売上高 1,974,235 2,071,744

売上原価 1,422,400 1,537,242

売上総利益 551,835 534,501

販売費及び一般管理費 319,340 300,584

営業利益 232,494 233,917

営業外収益

受取利息及び配当金 825 1,737

受取家賃 2,390 2,241

その他 2,136 1,286

営業外収益合計 5,351 5,265

営業外費用

支払利息 6,299 5,143

その他 6 367

営業外費用合計 6,305 5,510

経常利益 231,540 233,672

税金等調整前四半期純利益 231,540 233,672

法人税、住民税及び事業税 36,832 43,325

法人税等調整額 25,449 34,979

法人税等合計 62,282 78,304

四半期純利益 169,258 155,367

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

5,683 △2,135

親会社株主に帰属する四半期純利益 163,574 157,502
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2023年12月１日
至 2024年２月29日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2024年12月１日
至 2025年２月28日)

四半期純利益 169,258 155,367

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 8,532 3,711

退職給付に係る調整額 393 △293

その他の包括利益合計 8,925 3,417

四半期包括利益 178,183 158,785

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 172,499 160,920

非支配株主に係る四半期包括利益 5,683 △2,135
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改

正会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－

３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取

扱いに従っております。これによる四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表

における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当第１四半期連結会計期間の期首か

ら適用しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前年四半期及び前連結会計年度については遡及適

用後の四半期連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。これによる前年四半期の四半期連結財務諸表及

び前連結会計年度の連結財務諸表に与える影響はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 2023年12月１日 至 2024年２月29日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（単位：千円）

報告セグメント

調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

建設コンサル
タント事業 情報処理事業

不動産賃貸・
管理事業

計

売上高

(国内)
調査・設計及び施工管理サ
ービス

1,586,846 ― ― 1,586,846 ― 1,586,846

(国内)
情報処理サービス

― 140,092 ― 140,092 ― 140,092

(国内)
人材派遣等のサービス

― 224,135 ― 224,135 ― 224,135

(海外)
調査・設計及び施工管理サ
ービス

12,670 ― ― 12,670 ― 12,670

顧客との契約から生じる収
益

1,599,517 364,227 ― 1,963,744 ― 1,963,744

その他の収益 ― 9,690 800 10,490 ― 10,490

外部顧客への売上高 1,599,517 373,917 800 1,974,235 ― 1,974,235

セグメント間の内部売上高 ― 30,880 16,205 47,086 △47,086 ―

計 1,599,517 404,798 17,006 2,021,322 △47,086 1,974,235

セグメント利益 243,547 19,969 8,953 272,471 △39,976 232,494

(注) １ セグメント利益の調整額△39,976千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費

用の主なものはグループの管理部門に係る費用であります。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 2024年12月１日 至 2025年２月28日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（単位：千円）

報告セグメント

調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

建設コンサル
タント事業 情報処理事業

不動産賃貸・
管理事業

計

売上高

(国内)
調査・設計及び施工管理サ
ービス

1,669,346 ― ― 1,669,346 ― 1,669,346

(国内)
情報処理サービス

― 90,565 ― 90,565 ― 90,565

(国内)
人材派遣等のサービス

― 284,105 ― 284,105 ― 284,105

(海外)
調査・設計及び施工管理サ
ービス

17,230 ― ― 17,230 ― 17,230

顧客との契約から生じる収
益

1,686,576 374,670 ― 2,061,247 ― 2,061,247

その他の収益 ― 9,567 929 10,497 ― 10,497

外部顧客への売上高 1,686,576 384,237 929 2,071,744 ― 2,071,744

セグメント間の内部売上高 ― 32,652 16,382 49,034 △ 49,034 ―

計 1,686,576 416,890 17,311 2,120,779 △ 49,034 2,071,744

セグメント利益又はセグメ
ント損失（△）

268,331 △ 5,644 10,054 272,741 △ 38,824 233,917

(注) １ セグメント利益の調整額△38,824千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社費

用の主なものはグループの管理部門に係る費用であります。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は次のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 2023年12月１日
至 2024年２月29日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2024年12月１日
至 2025年２月28日)

減価償却費 18,455千円 17,846千円
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年4月11日

株式会社協和コンサルタンツ

取締役会 御中

海 南 監 査 法 人

東京事務所

指定社員
業務執行社員

公認会計士 溝 口 俊 一

指定社員
業務執行社員

公認会計士 平 賀 康 磨

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている株式会社協和コンサルタンツの2024年12月１日から

2025年11月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2024年12月１日から2025年２月28日まで）及び第１四

半期連結累計期間（2024年12月１日から2025年２月28日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借

対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務

諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（た

だし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手した

と判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記

載の省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による

重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国におい

て一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項

に定める記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を

開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四

半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会

計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作

成されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実

性が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重

要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論

又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基

づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項

及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作

成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていません。


